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1.ユ ビ キ タ ス ネ ッ トワ ー ク社 会 論

21世 紀 の情報社 会 は どこへ 向か うの か。 これ までの情報社会 の発展 は,人 間が

コンピュータや ネッ トワークを開発 し,新 た な環境 として創 り上 げ,ま た人間がそ

の環境 に懸命 に適合 してい くとい う進み方であ った。 ところが,マ ー ク ・ワイザー

(MarkWeiser,1952～1999)は この流 れ を否定 した。人 間は コンピュー タに適合 す

るのではな く,コ ンピュー タとネ ッ トワークは人間の環境 に とけ込 む。彼 は,こ れ

こそが情報社会の本 来の道 である と考 えた。 また,マ ーク ・ワイザー は自分の発想

を,「 ユ ビキ タス コンピューテ ィング(ubiquitouscomputing)」 とい う新 しい コンセ

プ トで打 ち出 した1)。 ユ ビキタス コ ンピューティングとは,コ ンピュー タが背後 に

隠れ人 間が主役 になるシステムのこ とであ る。有線 や無線 のネ ッ トワー クで接続 さ

れた多 くの コンピュー タは,誰 もそ の存在 を意識 しない ような形で人 間の生活に と

け込 んで ゆ く。つ ま りコンピュータは,技 術 的発展 に より消滅す るのではな く,人

問が心理的 に十分受け入 れるこ とによって特別な存在 を薄 め,次 第 に人間の意識 か

ら消 える。

21世 紀 に入 って,コ ンピュー タだけで はな く,携 帯 電話や ゲーム機 カーナ ビ

ゲー シ ョンな どの情報機 器が イ ンター ネ ッ トに接続す るよ うに なっている。2000

年 に野村総合研 究所 は,ユ ビキタス コ ンピューテ ィングのコ ンセプ トを発展 させ た

形 で,「 ユ ビキ タスネ ッ トワー ク(ubiquitousnetwork)」 の概念 を提示 した2)。 これ

は,多 様 な情報機器 が有線 ・無線の広帯域 ネ ッ トワークで結 ばれ,ど こで も,い つ
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で も,何 で も,ネ ッ トワー クにつながる との意味で ある。 また,ユ ビキ タスネ ッ ト

ワー クを基盤 とす る情報社会 を 「ユ ビキタス ネ ッ トワー ク社会(ubiquitousnetwork

society)」 とい う3)。

現代 は,ユ ビキタスネ ッ トワークの時代であ る。 自動車,携 帯電話,家 電製品 な

どの身近 にあ るすべてのモノに情報通信装置が組み込 まれ,そ れ らがすべて ネッ ト

ワークでつ なが っている。 また,住 居 ・施設 ・道路 な どの生活環境の あ らゆる場所

に情報通信装置が埋 め込 まれ,利 用者がそれ を意識せず に利用 で きる。 これ までは

人 と人 との通信 が中心 だったが,ユ ビキ タスネ ッ トワーク社会 ではそれだけに とど

ま らない。例 えば,携 帯端 末か ら冷蔵庫の在庫 を確 認 した り,冷 蔵庫の 中のICタ

グを付 けている食 品 と通信 して賞味期 限の情報 を入手 した りす ることがで きる。つ

ま り人 とモ ノ,モ ノ とモ ノの通信 がで きるよ うに なって いる。1984年 に 「どこで

もコンピュー タ(computingeverywhere)」 の発想 を打 ち出 した坂村 は,ユ ビキ タス

コンピューテ ィングは,世 界 の情 報構造化 であ り,状 況 を自動認識 し,人 ・モノ ・

場所 ・概念 な どをコンピュー タが総合 的に意識 して最適制御 で きるか ら,こ れをベ

ースに多 くのイノベー シ ョンが生 まれて くる可能性 があ ると述べ ている4)。

21世 紀 の情報社 会 はユ ビキ タス ネ ッ トワ・・一クの時代 である と考 え られる。 それ

を推進す るため,国 はどの ような戦略 を立て,府 省 は どの ような施策 を展開 してい

るのか。 これ らの課題 について,小 論で は,ユ ビキ タスネ ッ トワーク社会 を実現す

るための国の戦略 を分析 してその効果 を評価 してみる ことに したい。

2.「 世界最先端 のIT国 家」 を遂 げた戦略(2001～2005)

(1)第 一期戦略(ICT基 盤整備)

2000年11月,IT基 本法 と称 される 「高度情報 通信 ネ ッ トワーク社 会形成基 本

法」が成立 した。法の 目的は,高 度情報通信 ネ ッ トワー ク社 会の形 成に関す る施策

を迅速 かつ 重点的 に推 進す る ことで ある。高 度情報通信 ネ ッ トワー ク社会 とは何

か。IT基 本法 は次の ように幅広 く捉 えてい る5)。①すべての国民がICT(lnformation

andCommunicationTechnology)の メ リッ トを享受で きる社会,② 経済構造改革の推

進 と産業 の国際競争力の強化が実現 され た社会,③ ゆ と りと豊 かさを実感で きる国

民生活 と個性豊かで活力 に満 ちた地域社会が実現 された社会,④ 地球規模での高度

情報通信 ネッ トワー ク社会 の実現 に向 けた国際貢献 が行 われる社会。

IT基 本法 に もとづ き内閣総理大 臣を本 部長 とす る高度情報 通信 ネ ッ トワーク社

会推進 戦略本部(IT戦 略本部)が 設置 された。その2か 月後,2001年1月,IT戦

略 本部 に よって 「e-Japan戦 略 」が 決定 され た6)。 これ は 日本 にお ける初 めて の

ICT戦 略 である。 目標 は,5年 以 内に世界 最先端 のIT国 家 になる というこ とで あ

る。重点政 策分野 として次の4つ が定め られた。①超高速 ネッ トワー クイ ンフラ整

備及び競争政策,② 電子商取引 と新 たな環境整備,③ 電子政府の実現,④ 人材育成

の強化。 また重点政策分野① には,世 界最高水準のイ ンターネ ッ トを低廉 な料金で

利用 で きるように し,少 な くとも3000万 世帯 が高速イ ンターネ ッ トに,1000万 世
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帯が超 高速イ ンターネ ッ トに常時接 続可能な環境 を整備す るとい う数値 目標が設 け

られた。 これ らの 内容 を見 る と,「e-Japan戦 略 」 は,第 一期 の戦略 と して,ICT

基盤 を整備す るこ とを 目的 としてい る。 また 「e-Japan戦 略」 を推進す るため の具

体的な施 策が,2001年3月 に策定 された 「e-Japan重 点計画」 において講 じられ た。

(2)第 二期戦略(ICT利 活用)

2003年7月,「e-Japan戦 略」 の実 施期 間 に,IT戦 略本部 に よって 「e-Japan戦

略ll」 が決定 された7)。 この中で第二期戦略 として,ICT利 活用 のための方策が示

された。新戦略 の 目標 は,ICT利 活用 によ り,「 元気 ・安心 ・感動 ・便利社 会」 を

実現す るこ とで ある。「e-Japan戦 略ll」 の戦略思想が 次の ように記述 されてい る。

「人 と人 だけでな く,人 とモノ,モ ノとモ ノまで遍 く繋 ぐユ ビキ タスネ ッ トワー ク

を世界 に先駆 けて形成す る ことが必要 である。 その独 自のICT環 境 の上 で,斬 新

な発 想 に基づ いた産業 やサー ビス を創 り出せ ば,新 たな形態 での学習,社 会参加,

娯楽等 が可能 にな り,ひ いて は文化 や価値が育 まれ るだ ろう。それ らが,将 来 に亘

って活力あ る 日本 の礎 となるのであ る」。 この ようにユ ビキ タスネ ッ トワー クは成

長 と活力 を生 み出す新 しい社 会基盤であ り,き わめ て重要である と高 く位置づ け ら

れた。 また,ユ ビキタス ネッ トワークの基盤 を利活用 して,医 療,食,生 活 中小

企業金融,知,就 労 ・労働 行 政サー ビスの7分 野 について,先 導的取 り組み を実

施する ことが決定 された。

「e-Japan戦 略ll」 を実現す るた め,366の 具体 的 な施策 が 「e-Japan重 点計画一

2003」 にま とめ られた。その中か ら重 点施策が5分 野 に定め られた。例 えば,第1

分野 は世界 最高水準 の高度情 報通信 ネ ッ トワークの形成 であ る。その 目標 は,高

速 ・超 高速 イ ンターネ ッ トを全 国的に普及 させ る と共 に,無 線イ ンターネ ッ トの普

及のための環境整備等 によって,い つで もどこで も何で もつ ながるユ ビキ タスネ ッ

トワー クの形成 を促進す ることである。

「2005年 まで に世界最先端 のIT国 家 になる」 目標 を達成す るため,IT戦 略本部

によって 「e-Japan戦 略ll加 速化 パ ッケー ジ」 が2004年2月 に決定 された。政府

と して取 り組 むべ き重点施策6分 野が次 の よ うに明確 にされた。① アジア等ICT

分野の 国際戦略,② セ キュ リテ ィ(安 全 ・安心)政 策 の強化,③ コ ンテ ンッ政策の

推進,④ICT規 制改 革の推 進,⑤ 評価 ⑥ 電子政府 ・電子 自治体 の推進 。 また,

世界最先端のICT国 家の実現 に向 けての課題 を克服す るため,IT戦 略本部 によっ

て2004年6月 に 「e-Japan重 点計画一2004」 が決定 された。年度計画 の中に担 当府

省の具体 的施策が定 め られ た。施策 は2種 類 に分 け られ た。1つ は,2005年 の 目

標達成 を確 実にす る施策(141施 策)。 もう1つ は次期 の布石 として,2006年 以 降 も

世界 最先端 であ り続 けるための施策である(12施 策)。

これ までの戦略 と計画 を実施 して きた結果,日 本 のインターネ ッ トは世界 で最 も

速 く,安 くな り,ま た電 子商取 引市場 は米 国 に次 いで世界 第2位 の規模 に成長 し

た。そ の一 方で,電 子政府,医 療,教 育分野 な どにおい ては,国 民 がICTの 利便

性 を実感 で きていないので はない だろ うか。 目標 の年 を迎 えた2005年2月,取 り

一27一



通信教育部論集 第13号(2010年8月)

組 み を緩 め ない ため,IT戦 略本部 に よって 「IT政 策パ ッケー ジー2005」 が決定 さ

れた。 これ は,利 用 者の視点 でのラス トスパー トとして,国 民 に身近 な分野での取

り組み を強化す るものである。重点的取 り組み課題 として次 のよ うな課題が挙 げ ら

れた。行政サ ー ビス にお ける利用者本位の電子政府 安全 ・安心で高度な医療(電

子 レセプト,電 子カルテ等),高 度 な教 育 と多様 な学習ス タイル(教 室のネットワーク化

運動),安 全 で便利 な生活,電 子商取 引 にお ける高付加価 値 に よる市場 の創 出 ・活

性化,情 報セキュ リテ ィ ・個人情報保護 における安全 ・安心 なICT利 用環境 な ど。

以 上の よ うな周 到 な年 度計画 や施 策の実施 に よって,ICT基 盤整備 を重 視す る

「e-Japan戦 略」 とICT利 活用 を重視す る 「e-Japan戦 略ll」 の 目標 が達成 され た。

2005年 時点 での常時接続可 能 な環境 につ いて,高 速DSLは4630万 世帯,超 高速

FTTHは3590万 世帯 に達 した。高速 イ ン ターネ ッ ト月額 利用料金 は7800円 か ら

2500円 へ と大 幅 に下が り,世 界 で最 も安 い水 準 に なっ た。 要 す る に,日 本 は,

ICTの 利 用環境 整備 やICT利 用者 の レベ ル にお いて も,世 界 最高水 準 を達 成 し,

最先端のイ ンフラ,技 術環境 を有す る 「世界最先端のIT国 家」 となった8)。

3.経 済危機iで中止 された戦 略(2006～2008)

ICTは 単 に技術 では な く,社 会全 般 に波 及効 果 を与 える社 会 イ ンフ ラで あ る。

時 間的 ・空 間的 制約 を克 服 で きるICTの もつ ポ テ ンシ ャル は きわ めて大 きい。

ICTは,既 存 の社 会 の構 造 を改革 してい くテ コ となれる可能性 を秘 め ている。今

後 は,そ う したICTの 特性 を 日本社 会の抱 える社 会的課題 を改革 して い くことに

利用 し,そ の成果 を世界 に向 けて発信 してい くべ きであ る。 こう したICTの 役割

と効 果 を認め た上 で,IT戦 略本部 は,2006年1月19日 に 「IT新 改革戦略」 を決

定 した9)。 これ は2010年 までの5年 計 画 であ る。計画 の 目標 は,2010年 までに,

「いつで も,ど こで も,何 で も,誰 で も」使 えるユ ビキ タスなネ ッ トワー ク社会 を,

セキュリテ ィ確保 やプライバ シー保護等 に十分留 意 しつつ実現す ることである。重

点施 策が15分 野に定め られた。 また,「IT新 改 革戦略」 は,ユ ビキ タス ネ ッ トワ

ーク社会 とい う言葉 を計画書 の21か 所 に取 り入 れ ,そ の重要性 を認識 し,ユ ビキ

タス ネッ トワー ク社会 の実現 を 目標 に設定 した。

2006年7月,IT戦 略本 部 に よって 「重点 計画一2006」 が決 定 され た。 これ は,

「IT新 改革戦略」 を推進す るための年度計画であ り,重 点的に実施 すべ き具体 的施

策 を整理 した もの であ る。 また,2007年4月,「IT新 改 革戦 略政 策パ ッケ ー ジ」

が決定 された。 この政策パ ッケージは,「IT新 改革戦略」 を加速す るため,今 後の

ICT政 策 に関す る基本 的な方 向性 を と りま とめた。ICT政 策の 目標 を,効 率性 ・

生産性 向上 と新価値の創 出,健 全 で安心 で きる社会の実現,創 造 的発展基盤の整備

の3つ に収束 させた。 さらに,推 進方策,重 点的 な取 り組み,2007年 か ら2010年

までの4年 間工程表が定め られた。

2007年7月,IT戦 略本 部 に よって 「重 点計 画一2007」 が決 定 された。 これ は,

「政策パ ッケージ」 お よび 「IT新 改革戦略」に掲 げ られた 目標 を達成す るための具
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体的施策 であ る。 この中 で,い つ で もどこで も誰 で もICTの 恩 恵 を実感で きるユ

ビキ タス ・コ ミュニ テ ィの実現 が,1つ の施 策 として取 り上 げ られた。 これ は,

2007年 か ら2010年 まで に,総 務省,文 科省,農 林水 産省,国 土交 通省が連携 し,

福 祉 ・教育 ・地域産業 ・交通等地域 生活 に密 着 した分 野 にお いて,ICTを 利活 用

し課題の解決 を促進す るためのモデル的取 り組み を推進す る施策である。

2008年6月,IT戦 略本部 によって 「IT政 策 ロー ドマ ップ」が決定 され た。 これ

は,「IT新 改革戦略」 を推進す るため,取 り組 みの強化 が特 に必要 な3分 野 を抽出

し,そ れ らの今後 の取 り組みの方向性 と具体 的段取 りを定めた ものである。3分 野

とは,① 国民本位 の ワンス トップ電子行 政,医 療 ・社会保 障サ ー ビス の実 現,②

ICTを 安心 して活 用 で き,環 境 に先進 的 な社 会 の実現,お よび③ 「つ なが り力 」

発揮 による経 済成長 の実現であ る。

また,2008年8月 に 「重点計画一2008」 が決定 された。 これは,「IT政 策 ロー ド

マ ップ」お よび 「IT新 改革戦略」 に決 め られた分野 において,2008年 度 に実施す

べ き具体 的重 点施 策である。 国民本位 の ワンス トップ電子行政,医 療 ・社会保障サ

ー ビス の実現 の強化分 野 に73施 策 ,ICTを 安心 して活用 で き,環 境 に先進的 な社

会の実現の強化分野 に59施 策 「つなが り力」発揮 による経済成長の実現 の強化分

野 に149施 策 その他 の分野の施策 に75,計356の 施策が定 め られ た。

4.経 済危機 に勝 つ ための新戦略(2009～2015)

2009年4月,IT戦 略本部 は,「 デ ジタル新 時代 に向けた新 たな戦略～ 三か年緊

急 プ ラン～」 を決定 した10)。 これ によって実施期 間が2010年 までの現 行の戦略 で

ある 「IT新 改革戦 略」 が打 ち切 られた。 その理由 は次 の2つ であ る。1つ は,ク

ラウ ドコンピューテ ィングのよ うな新技術 の登場 な ど,現 行 の戦略では想定 してい

なか ったデ ジタル技術 の進歩 である。2つ には,百 年 に一度 ともいわれる世界 的な

金融危機 にともない,日 本経済 の失速 も著 し く,こ れに対す る処方箋が強 く求 め ら

れた。2008年12月19日,IT戦 略本部 では,現 行 の戦 略の期 限 を待たず に,直 面

す る経済危機 を乗 り越 える とともに,日 本経済の底力 を発揮す るためのデジ タル新

時代 を見据 え,2015年 に向けた新 たな中長期戦 略 を2009年6月 末 までに策定す る

ことを決定 した。 また,こ の うち,現 下の経済危機 を克服す るための 「三か年 緊急

プラ ン」 を同年3月 末 までに,先 行 して策定する こととした。

IT戦 略本部 は,2009年7月6日 に 「i-Japan戦 略2015」 を決定 した11)。"i"は,

「Towardsdigitalinclusion&innovation」 を指す。 「i-Japan戦 略2015」 は,「 三か

年 緊急 プラ ン」 を一体 の もの として包含す る。 これ までの戦略 は,技 術優 先の志 向

が強 く,サ ービス供給者側 の理論 に陥 りが ちであ ったため,国 民がデ ジタル技術 の

利活用 に よる社会経済構造 の変革 の成果 を実感す るに至 っていない。新戦略では国

民 視点 に立 った人 間中心 のデ ジ タル社 会 を実現 しよ うとしてい る。 こ うした考 え

で,国 民主役の 「デ ジタル安心 ・活力社会」の実現 を目指す とい う副題が計画につ

け られてお り,「i-Japan戦 略2015」 は官 主導で推進 す るので はな く,官 民が将 来
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表12001年 ～2010年 のICT戦 略 変遷

決定時期 戦略 ・計画 目標 ・目的

2001年1月22日 eJapan戦 略 5年 以内に世界最先端のIT国家を達成する

3月29日 eJapan重 点 計 画
e-Japan戦 略 の具体化,政 府が重点的に実施すべき施

策の全容

6月26日 e-Japan2002プ ロ グ ラ ム
erJapan戦 略 お よびeJapan重 点計画を推進す るため

の各府省の2002年 度施策

11月7日

e-Japan重 点 計 画,

eJapan2002プ ロ グ ラ ム の

加 速 ・前 倒 し

e-Japan重 点 計画 とe-Japan2002プ ログラムを推進す

るために行うべきIT関 連構造を改革する工程表

2002年6月18日 eJapan重 点 計 画 一2002
e・Japan戦略 を実現するための 「新重点計画⊥318の

具体的施策を内包

2003年7月2日 eJapan戦 略 ∬
IT利 活 用重視の先導的7分 野の決定:医 療,食,生

活,中 小企業金融,知,就 労 ・労働,行 政サービス

8月8日 e-Japan重 点 計 画 一2003
e-Japan戦 略Hに 基づ き,政 府が重点的に実施すべ き

具体的施策(366施 策)

2004年2月6日
e-Japan戦 略H加 速 化 パ ッ

ケ ー ジ

e-Japan戦 略Hを 加速化させ,世 界最先端のIT国 家を

実現するための6分 野の重点施策

6月15日 e-Japan重 点 計 画 一2004
2005年 の 目標達成を確実にする施策と,2006年 以 降

の布石 となる施策

2005年2月24日 IT政 策 パ ッ ケ ー ジー2005
利用者の視点でのラス トスパー トとして,国 民に身

近な分野での取 り組みを強化

2006年1月19日 IT新改革戦略
2010年 までに,い つでも,ど こで も,何 でも,誰 で

も使えるユビキタスなネットワーク社会を実現する

7月26日 重点計画一2006 IT新改革戦略のもとの最初の重点施策計画

2007年4月5日
IT新 改 革戦略 政策パ ッ

ケージ

IT新 改革戦略を推進するための基本方向:目 標の確

認 重点的な取 り組み,2010年 までの工程表

7月26日 重点計画一2007
政策パ ッケージお よびIT新 改革戦略に掲げられた目

標を達成するための具体的施策

2008年6月11日 IT政 策 ロ ー ドマ ッ プ
IT新改革戦略を推進するため,取 り組みの強化が特

に必要な3分 野とその具体的段取り

8月20日 重点計画一2008
IT新 改革戦略とIT政 策ロー ドマ ップが決めた各分野

において,2008年 度 に実施する356の 施策

2009年4月9日

デジタル新時代に向けた

新たな戦略～三か年緊急

プラン～

現行の戦略の実施を中止し,世 界的経済危機に対応
できる戦略と施策へと変更する

7月6日

i-Japan戦 略2015
～ 国民主役の 「デジタル

安心 ・活力社会」の実現

を目指す～

2015年 までに,デ ジタル技術が空気や水のように受

け入れ られ,経 済社会全体 を包摂することで,安

全 ・安心に利用で きる社会を実現する

※ 首 相 官 邸 ・IT戦 略 本 部 のWebペ ー ジ に 公 表 さ れ て い る デ ー タ に 基 づ い て 筆 者 が 作 成 し た も の

で あ る 。(http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/enkaku.html最 終 ア ク セ ス 日2010年5月5日)
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像 を共有 し,適 切 な役 割分担 の下 で取 り組 むとしている点が特徴 的であ る。

2015年 まで の 目標 は次の2つ が挙 げ られてい る。① デ ジ タル技術 が 「空気」 や

「水 」の ように受 け入 れ られ,経 済社 会全体 を包摂(digitalinclusion)す るこ とで,

簡単 な使い方で,公 平 に,必 要 な情報 を必要 なときに,安 全 ・安心 に利用で きる社

会 を実現す る。② デ ジタル技術 によ り,経 済社会全体 を改革 し,新 しい活力 を生み

出 し(digitalinnovation),個 人 ・社会経 済が活力 を持 って,新 たな価 値の創造 ・革

新 に前向 きに取 り組 む ことが可能 となる社会 を実現 する。

5.ユ ビキ タスネ ッ トワーク社会 を目指す政策

(1)u-Japan政 策

2006年 以 降に到来 す る少子 高齢化 社会 で は,解 決すべ き課題 が 山積 みで ある。

総務省 は,こ れ らの課題解決 の切 り札 はユ ビキ タスネ ッ トワークの利活用 にあ ると

考 えた。た とえ ば,情 報家 電,IPv6,電 子 タグ,ブ ロー ドバ ン ドな どのユ ビキ タ

スネ ッ トワー ク技術 が実用化す るこ とによって,老 後の不安 を解決す る介護 ・福祉

支援 システム,食 の不 安 を解決す る食 品 トレーサ ビリテ ィ,治 安へ の不安 を解 決す

るホームセ キュリテ ィシステム等 を実現で きると考 えられている。総務省 は,2004

年 か ら 「ユ ビキ タスネ ッ ト社 会 の実 現 に向けた政 策懇談会 」 を設 置 し,「u-Japan

政策～2010年 ユ ビキ タスネ ッ ト社 会 の実 現 に向けて ～」 をま とめた12)。これ は,

ユ ビキ タス ネッ トワーク社会 を実現 させるための方策で ある。「e-Japan戦 略」 は,

主に行政が主導で情報通信基盤 や規制 ・制度改革 に重点 を置いた計画 であったの に

対 して,「u-Japan政 策」 はそ れ にも とづ き,実 際 のサ ー ビスや暮 らし方 を国民全

体 で考 えてい くとい う計画になっている。

u-Japanの"u"は,Ubiquitous(あ らゆる人や物が結びつ く)だ け で は な く,

Universal(人 にやさしい心 と心の触れ合い),User-Oriented(利 用者の視点が融けこむ),

Unique(個 性ある活力が湧き上がる)と い う4つ の意味 を合 わせ持 っている。u-Japan

政策 は,2010年 まで に次の3つ を実現す る ことを 目指 してい る。① シーム レス な

ユ ビキ タスネ ッ トワークの整備 に よって国民の100%が イ ンター ネ ッ トを利用可能

な社会 を実現す る。具体的 には有線 か ら無線 ネ ッ トワー クか ら端 末,認 証,デ ー

タ交換等 を含 め,継 ぎ目の ないネ ッ トワーク環境 を整備す る。②ICT利 活用 の高

度化 によって国民 の80%がICTは 社会課題解決 に役立つ と評価 す る社 会 を実現す

る。具体 的 には社会 シス テム改革等 によ り,医 療 ・福 祉,環 境 ・エ ネルギー,防

災 ・治安,教 育 ・人材等の課題 を解 決する。③利用環境整備で普及浸透 に伴 う不安

を解消 する ことに よって国民の80%がICTに 安心感 を得 られる社会 を実現す る。

(2)u-Japan推 進計画2006

総務省 は,2006年9月8日 に 「u-Japan推 進 計画2006」 を発表 した13)。これは,

「u-Japan政 策」 を個別 施策 レベル まで掘 り下 げて策定 した ものである・ 「通信 ・放

送の融合 ・連携 の推進」,「成長力 ・競争力 ・ソフ トパ ワーの強化」,「安心 ・安全 な
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ユ ビキ タス ネ ッ ト社会 の実現」 の3分 野 につ いて,2007年 度の重点 的取 り組 みが

定め られている。 また,「u-Japan推 進計画2006」 では,2010年 までの 中長期 目標

を達成す るため,「 ユ ビキ タスネ ッ トワーク整備」,「ICT利 活用の高度化」,「利用

環境整備」,「技術戦 略」,「国際戦略」 とい う項 目を掲 げ,そ れぞれ の 目標 と現状,

今後 の取 り組 みを示 してい る。 さ らに,項 目ご とに2010年 までのスケ ジュー ルを

示 した 「u-Japan政 策パ ッケー ジ工程表」 も改定 した。

(3)ス マー ト・ユ ビキタスネッ ト社会 実現戦略

総務省は,「 完全 デジタル時代」 を迎 える2011年 以 降を展望 し,ユ ビキ タスネ ッ

トワー ク社 会 をさ らに発展 させてい くため,2008年10月 か ら 「ICTビ ジ ョン懇談

会」 を開催 して きた。2009年6月,同 懇談 会 は,報 告 書 と して 「スマー ト・ユ ビ

キ タスネ ッ ト社 会実現戦 略」 を取 りま とめた14)。戦 略の 目標 を,す べ ての国民が

ICTを 安 心 して利 用で き,そ の恩恵 を享 受す るこ とが で きる よう,遍 在 するICT

が普遍的に利用者 に受 け入れ られ,よ り進化 したユ ビキタス ネッ ト社会 である 「ス

マー ト ・ユ ビキ タスネ ッ ト社会」 を目指す としている。

「スマー ト・ユ ビキ タスネ ッ ト社 会実現戦略」 は,次 の ような4つ の重点戦略 と

12の 具体戦 略か ら構 成 されて いる。① 国民が真価 を実感で きるICT利 活用の促進

(4つ の具体戦略か ら構成 される。利用者本位の電子政府の実現,医 療 ・教育 ・農林水産業

部門等の情報化,地 域コミュニティの再生,ICTの 利活用を促進するための制度の見直し),

②ICT産 業の成長促 進(デ ジタル新産業の創出に向けた研究開発等の加速化,コ ンテンツ

産業の拡大,ICT産 業のさらなる成長に向けた制度の整備),③ICT基 盤iの整備(世 界最先

端のデジタルネットワークの構築 安 亡・・安全基盤の整備 高度ICT人 材基盤の整備),④

グローバル戦略 の強化(ICT産 業のグローバル化の推進 「課題挑戦先進国」への転換)。

6.戦 略 を実現 するための府 省の施 策展開

各府省は国の戦略を実現するため具体的な施策を展開している。ここで各府省の

施策の中からユニークなものを4つ 取 り上げてみる。

(1)ユ ビキタス特区

情報通信分野における国際競争力強化戦略の方向性を検討するための 「ICT国

際競争力懇談会」(総務省主催)は,2007年1月22日 に中間報告 をまとめた。報告

では,日 本の情報通信産業が海外では競争力を失っている現状 を変革する必要があ

るとして,通 信 ・放送分野の改革や産学官の連携など包括的な強化プログラムを実

施することを政府に求めている。具体施策 としては,最 先端の環境で実証実験を行

なうための 「ユビキタス特区」の創設などを取 り挙げている。総務省は,日 本のイ

ニシアティブによる国際展開可能な新たなモデルを確立するため,2007年6月19

日に 「ユ ビキタス特区」を創設することを発表 した。特区においては,新 たな価値

創造につながる固定通信,移 動通信,コ ンテンツ,ア プリケーションが融合 ・連携
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したサ ービスの開発 ・実証実験等 を実施す る。 また,国 際連携 を図るため,他 国に

お いて も一定の特典 を有す る特 区を設 ける。

ユ ビキタス特 区は,国 際競争力 を強化す るための施策 として推進す るもので,世

界最 先端 のICTサ ー ビス を開発 ・実証 で きる環境 を整備 す る ことが 目的で ある。

具体的 には,携 帯電話 な どの周波数が利用 されていない問,混 信が生 じない範 囲で

それを有効活用 で きる環境 を整備 し,短 期で免 許処理が可能 な実験無線局制度を創

設す る ことな どが含 まれ ている。2007年9月4日 か ら10月31日 までプuジ ェク

トを募集 し,188件 の計画案が寄せ られていた。総務省 は検討 の結果,グ ローバ ル

市場 に対 応で きる移動通信端末の開発支援 プ ラッ トフ ォームの実証や,マ ルチワ ン

セ グメ ン トサー ビス の実 証等,28の プロ ジェク ト(35の 市区町村で実施)を 決定 し

た15)。関係省庁 との調整や評価 を行 なった後 総務省 は,2008年1月 にユ ビキタ

ス特 区 を稼働 した。実施期限 は2010年 度末 まで となってい る。

また,総 務省 が2008年 に,従 来 の 「ICT産 業 の国際競 争力 強化 」 に加 え,「 都

市の国際競争力強化」や 「地域再生 ・産業創造」 について,新 たに提案募集 を行 っ

た結 果,29件 の提案 が寄せ られた。2009年3月 に,ユ ビキ タス物流,地 域活性化,

ITSの3件 がユ ビキ タス特 区 と して決 定 され た。 これ ら3件 は,2009年 度 か ら

2010年 度 までの2年 間で実施 されてい る。

(2)ユ ビキタスタウン構 想

ユ ビキ タス タウン構 想推進事業 は,総 務省地域ICT利 活用 推進交付金 に よるも

のである。 これは,ユ ビキ タス技術 を地域 コ ミュニ ティに投入 して安心 ・安全 な街

づ くりを実現 しようとい うものである。 その最大の特徴 は,全 国各地 でユ ビキ タス

タウ ン構想 プロジェク トが同時に多数立 ち上が ることである。 こうした横展開の取

り組 み を通 じて,ノ ウハ ウや技術 的課題 を共有 しつつ,全 国 レベ ルでICTを 活 用

した街づ くりを進め ることがで きる。具体的 には次の ようなプロジェク トが集中的

に実施 されている16)。

①児童 ・老人の見守 りシステム

②観光 ・道案内 システム

③ セ ンサー を活用 した気象 防災等 シス テム等の導入

④地域 の安心 ・安全 に関す る情報 を統合 して様 々なメデ ィアを通 じて地域 住民 に

提供す る 「安心 ・安全公共 コモ ンズ」の推 進

⑤地域SNS(会 員制掲示板)を 活用 した地域 コ ミュニテ ィの活性化

⑥ふ るさとケー タイ事業(携 帯電話事業者のネットワークを活用して地域の問題を解決

することを目指す事業)の 推進

⑦空 間コー ド基盤の整備

2つ の興味深 い事例 をあげてみ る。 まずは,浦 安市 「時空 を超 えて安全 ・安心 う

らやすユ ビキタス タウ ン」 である。 これ は,2009年,浦 安 市 は総務省 に申請 した

災害時 における 「緊急 地震速報 ・行政告知放送」 の実施 と,「 防犯 ・防災映像 ネ ッ

トワーク」 の活用 の推進事業で ある。「緊急地震速報 ・行 政告知放送」 は,業 者 が
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提供す る専用受信端末 を市 内の避難所(学 校や公民館など計36か 所)及 び希 望のあっ

た災 害時要援護者 宅(計200世 帯)に 設置す る。 これに よ り気象庁 が発 報す る緊急

地震速報 や浦安市か らの行政放送 を受信 で きるようになる。 また,「 防犯 ・防災映

像 ネ ッ トワーク」の事業で は,市 内に設置済 みの防犯 カメラ(計10台)と,橋 梁や

病 院前 な ど防犯 ・防災面 で被害状況の把握 に役 立て られる場所 に防犯 ・防災 カメ ラ

を14台 追加導入 し,業 者 が提 供す るイ ンターネ ッ ト回線 を利用 して ネ ッ トワーク

化す る。防犯 カメ ラのネ ッ トワークは浦安市が一元管理 し,災 害時 のモニ タリング

に活用 す る。浦安 は,「 時空 を超 えて安全 ・安心 うらやすユ ビキタス タウン」事業

を通 して災害 時等 の情報へ の 円滑 なア クセス を実現す る とと もに,地 域社 会 の安

全 ・安心 の向上 を目指 している。

次 に,愛 媛大学大学院医学系研究科地域医療学講座 が西予市 な どと連携 した事業

「リライ アブル ・タウ ン基盤構築事 業～安心 して楽 しく老 いる街作 り～」が,2009

年 度ユ ビキタス タウン構想 推進事業 としてあ げ られ る。 この事業 では,地 域医療学

講座担 当の複数の教 員が,西 予市 と共 同で,光 ファイバ ーを活用 して,モ デ ル地区

である西予市野村 町住民のヘルスケア情報 をネ ッ トワー クを通 じてデータベース化

し,情 報 の集約,分 析,住 民へ のフィー ドバ ックを通 して,住 民が安心 して楽 し く

老 いるこ とがで きる街づ くりを 目指 している。

(3)自 律移動支援 プロジェク ト

国土交通省 で は,ユ ビキ タス情 報基盤 を整備す る ことに よ り,身 体的状 況,年

齢,言 語等 を問わず,い つで も ・どこで も ・だれで も移動等 に関す る情報 を入手す

る ことが で きる環境 を構築 するため,2004年 度 よ り自律移動支援 プロジェ ク トを

進 めて きた17)。これは,高 齢者,障 害者 などが道路 や建物 内を他人 の助 けを借 りず

に 自由に移動(自 律移動)す るための情報 にアクセスで きる環境 の実現 を目指 して

い る。主 要 な機 能 は,「 現 在位 置案 内」「施 設情報 提供 」「経路 探索 」「移動 案 内」

「注意喚起」 「緊急連絡」な どの情報 を,i携 帯電話,ユ ビキ タス機器,イ ンターネ ッ

ト,カ ーナビゲー シ ョン,駅 ・空港 ・港湾のモニ ター などを活用 し,利 用者 に適応

した形 で提供 した り更新 した りするこ とである。

自律移動支援 プロジェク トは,全 国各地で産官学民参加 の社会実験 を行 い,そ れ

を積 み重 ねてい く手法で展 開 している。神戸市 中心部の道路,鉄 道,港 湾 公園 な

どに,RFIDタ グな ど約4万 個 のICタ グを設置 して,実 用化段 階での実 際の利用

状 況 を想定 した大規模 な実験 をした18)。東京上野では動物 園,公 園な どでナ ビゲー

シ ョンシステムによる観光情 報案 内の実験 を した。浅草では街 の中で多言語対応の

ユ ビキ タス観光 ガイ ドの実験 をした。2008年2月25日 ～3月7日 の 間に 「ゆきナ

ビあお もりプロジェク ト」 とい う実証実験 を した。情報提供 モニ ターに雪道バ リア

情 報(交 差点にたまった雪や路面の凍結などの歩行上の障害)を 投稿 して もらい,情 報

閲覧モニ ターに投稿 された雪道バ リア情報 をパ ソコンまたは携帯電話 を使用 して閲

覧 して もらった。実験地域 は,駅 前 ～弘前市役所の市中心部のエ リアである。エ リ

ア内 には約200か 所 にQRコ ー ドシール を設置 し,i携 帯 電話 に よる情報投稿 の負荷
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に関する評価,投 稿 された雪道バリア情報 道路情報の有効性評価,継 続運用に向

けた対価に関する検証を行った。この実験では,最 新のユビキタス技術で,地 域住

民のそれぞれが気づいた雪道バ リア情報を積み上げて,地 域の共有情報として活用

し,誰 もが雪道を少 しでも快適に安心して歩 くことができる環境づ くりに可能性を

実証 した。

(4)食 品 トレーサ ビリテ ィ

2001年9月 に国内でBSE(牛 海綿状脳症)が 発見 されて以来,農 林水産省 は,「 食

の安全 ・安心の ための政策推進本 部」 を設置 し,2003年6月 に 「食 の安全 ・安心

のための大糸剛 を決定 した。その中の 「消費者 の安心 ・信頼の確保 」 とい う政策で

は,ト レーサ ビリテ ィシステムの導入 ・普及が推 進 されている19)。食 品 トレーサ ビ

リティとは,食 品の生産か ら販売 までのそれぞれの段 階で原材料の仕入 れ先 や食品

の製造元,販 売先 な どを記録 ・保管 し,識 別番号 な どを用いて記録 した情報 をオ ン

ライン化す ることに よって,食 品の辿 って きたルー トを追跡で きることである。つ

ま り 「農場 か ら食卓 まで」の食品流通全過程 を,食 品個別 に情 報記録 して公 開す る

こ とであ る。"

トレーサ ビ リテ ィシス テム を導入す れば,問 題が起 きた ときに原因 を明 らか に

し,問 題のある食 品を追跡 ・回収す ることが容易 になる。 また,消 費者 が求 める情

報 を積極 的に提供す るこ とによって,消 費者 の信頼や安心の確保,生 産者 と事業者

の顔の見 える関係づ くりに もつ ながる。農林水産省 は,食 品の種類 ごとにその食品

特性や流通の実態 に合 ったシス テムの開発,導 入情報 のデー タベースづ くり,情 報

関連機 器 の整 備 な どを支援 して い る。 また,「IT新 改革 戦略」(2006年1月)の 中

で,「2010年 度 までに消費者 ニーズ の高い 国内の主要 な生鮮食 品等 につ いて,多 く

の国民が生産流通履歴情 報 をイ ンター ネ ッ ト等 で確認 し,選 択 で きる ようにす る」

とい う目標が定 め られてい る。具体的 な方策 は次の ようにあ げ られている。 「2007

年度 まで に,消 費者 ニーズや社会的関心 を十分 に把握 した上で,主 要な食 品につい

て,品 目ごとの トレーサ ビリティシステムの導入 に関す るガイ ドライ ンを策定す る

と ともに,生 産履歴情 報 を第三者 認証機 関が認証す るJAS規 格 を制定す る。 また,

流通履歴情 報を第三者認証機関が認証するJAS規 格 を順次制定す る」。

青果物 トレーサ ビリテ ィシス テムの例 を取 り上 げてみ る。 システムは,主 に以下

の4つ の要素か ら構成 されてい る。

①RFIDタ グ:ト レースの対象 とな る野菜 や段 ボールだ けでな く,生 産段 階にお

いて,農 薬,肥 料,圃 場 にもRFIDを 貼付 し,農 薬のチ ェ ック等 を行 う。

②生産者お よび消費者端末:生 産者お よび消費者がPDAサ イズのユ ビキ タス コ

ミュニケータ(端 末)を 用 いて,色 々な物 に貼付 され たRFIDタ グを読み取 り,ユ

ビキ タスIDセ ンターお よび情報サーバ にア クセス して商 品の情報 を表示 する。

③農協 お よび店舗管理端末:流 通段 階における入 出荷情報等 を取得 し,ユ ビキタ

スIDセ ンターに情報 を登録す る。店舗の管理端 末においては,販 売形態(1個 売り,

複数売 り,カ ット売 り)に 応 じて,青 果物 に貼付す るRFIDタ グを作 成 ・登録す る。
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④ ユ ビキ タスIDセ ンター:ユ ビキ タスIDセ ンター には,商 品情報 サーバお よ

びRFIDタ グ情報サーバ が設置 され る。商品情報 サーバ には,各 端末か らの商品に

対す る トレース情報が蓄 え られる。RFIDタ グ情報 サーバ か らは,商 品に貼付 され

たRFIDタ グ によ り,商 品情報 の格 納 されたサーバ の名前や ファイル名 を取得す

る。 この仕組み によ り,い つ で も,ど こで も当該 青果物 の トレース情報 を参 照す る

ことが可能 となる。

7.ユ ビ キ タ ス ネ ッ トワ ー ク社 会 の 光 と影

「i-Japan戦 略2015」(2009年7月)で は,2015年 まで に次 の ようなデ ジタル基盤

の整備 を 目標 に掲げている。様 々な人 ・モ ノが,ニ ーズに応 じて,多 様なネ ッ トワ

ークでシーム レス につながる環境 を整備 し,誰 で も,い つ で も,ど こで も,安 全 ・

安心 かつ快 適 に情 報 をや り取 りで きる超高速 ブロー ドバ ン ド基盤 の高度化(固 定系

でGbpsク ラス,移 動系で100Mbps超 クラス)を 図 る。 そのた めの方策 として は,個

人,家 庭,図 書館,学 校,病 院 行政機関,民 間団体等 のあ らゆる人 ・モ ノが多様

なネ ッ トワー クでつながる環境 を整備 し,電 子政府分 野,医 療 ・健康分野,教 育 ・

人材分野等 にお けるニーズに十分対応で きる速度 品質,信 頼性 を有す るブ ロー ド

バ ン ド基盤の整備 を推 進する。 このような目標 が実現 されれば,高 度 なユ ビキ タス

ネ ッ トワーク環境(あ るいは総務省が構想したスマートユビキタスネットワーク)が 整備

されるこ とになる。 しか し,こ の憧 れの環境 は,利 用者 に大 きなメリッ トを与 える

と同時に,新 しい問題 も引 き起 こす ことになる。 ここで,ユ ビキタスネ ッ トワーク

社会 の光 と影 を検討 してみたい。

(1)人 とモノ ・モ ノとモ ノの交流の活発化

ユ ビキタス ネッ トワークでは,モ ノを認識 し,そ の情報 をコ ンピュー タで扱 うよ

うにす るため に,モ ノに取 り付 けるICタ グが きわめて重要 である。 もちろん,そ

の裏 にあるデー タベース,ネ ッ トワークシステム,セ キュ リティシステム も欠かせ

ない。 これ らをユ ビキ タスID技 術 とい う。す なわ ち,様 々なモ ノや場所 に固有 の

番号 をつ けて,コ ンピュー タはそれ らを自動識別 して,処 理 を行 う技術 である。 こ

の固有 の番号 を 「ユ ビキ タス コー ド(ucode)」 と呼ぶ。ユ ビキ タス コー ドがICタ

グに よって物理化 される。

ICタ グ とは,電 波 を受けて働 く小 型の電子装置で ある。ICタ グリー ダーか ら発

射 される電波 によって微量 な電力 を生み出 し,そ の電力 で内蔵の個別番号 な どの情

報処理 を行 い電波 を送信 す る。 リー ダーはこの電波信号 を読み取 ってICタ グの情

報 を得 る。電波 出力 の関係 か ら,リ ー ダー はICタ グに近づけ る必要があ るが接触

させ る必要 はない。ICタ グはさまざまである。 日立製作所で は,O.4ミ リ四方 の粉

末状 超小型ICタ グ 「ミューチ ップ(μ 一Chip)」 を開発 した。 ミューチ ップの よ う

なICタ グの超小型化 によ り,従 来 では難 しかった紙へ の装着 をは じめ,さ まざま

なモノへの装着 を可能に した。
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社会生活では,ICタ グを利用 した商品や薬剤,食 材などの品質管理や物流管理

が可能になっている。ユ ビキタスID技 術 を用いて整備されたやさしい環境におい

ては,視 覚障害者が室内,屋 外を通 じて位置や周辺情報を把握で き,高 齢者は公共

施設や交通機関をスムーズに利用することができている。多 くの美術館 ・博物館 も

ユ ビキタスID技 術 を利用している。国立西洋美術館では,一 般来館者向けにユ ビ

キタスID技 術によるメディアガイ ドを実施 している。美術作品を音声だけではな

く映像で解説 している。また,収 蔵作品にICタ グをつけ,湿 度や温度を自動的に

管理 している。街づ くりにおいては,観 光者は携帯電話で周辺の防災情報(避 難場

所誘導)・地図 ・グルメ情報 ・イベ ン ト・交通 ・宿泊情報等を取得できるようにな

っている。就学児童の安全を確保するため,電 子 タグを児童が持ち歩 くことによ

り,校 舎の入口,公 共交通機関の改札口や自動販売機などに取 り付けられたリーダ
ーやカメラで登下校の状況を把握 し,電 子メールで保護者に通知するシステムや,

防犯ブザー兼用の保護者や地域協力者などへの緊急情報通信 システムなどが利用さ

れている。ICタ グ内蔵のペースメーカーを心臓患者の体内に埋 め込んで使 うと,

異常を感知すると直ちに医師に自動連絡 して救急措置が取られる。また,ペ ースメ
ーカーの起動,心 臓の不整脈の対応,バ ッテリー状況などがすべて電波で遠隔監視

されるので安心 して利用できる。

(2)空 間知能化 による人間の知 覚能 力の退化

固定系Gbpsク ラス,移 動系100Mbps超 クラス の速 度で シー ム レスな情報通信

が実現 され ると,eラ ーニ ング,遠 隔医療,SOHO,電 子商取引,電 子政府 な どに

飛躍 的な発展 をもた らす ことがで きる。 また,人 やモノの移動 を代替 して情報 を移

動 させ る ということで,人 間の行動 にお ける時間 と距離 の制約 はさらに取 り払 われ

る ようになるだ ろう。 ところが,ユ ビキタス技術 の発達 が人 間の空 間認識 に与 えた

影響 は きわめて複雑 である。

すべ てのモ ノや場所 にICタ グを埋 め込めば,そ こか ら情報 を読み取 れる。 こ う

なる と,人 間は,携 帯電話や コ ンピュー タの画面 を見 るだけで周 りの空間が どうな

っているか を把握 で きる。 こ うした超便利 な情 報の収集方法 は,こ れ までの人 間の

空 間認識の仕組み を変 えて しまう恐れがある。 人間は周 りのモ ノや場所 の状況 を知

覚す ることによって空 間を認識す る。 これは環境 か ら意味 を抽出す る知 的活動 で も

ある。抽 出 され た意味 を参照 して人 間が空 間の中で どう行動 す るか を決め る。 ま

た,そ の人間の行動がそ の空 間にい る他者 に影響 を与 える。ゆ えに,人 間 と空 間は

相互作用 して いるのであ る。 この仕組 み を説 明す るため,ギ ブ ソン(Gibson,1904

～1979)は ,「 ア フォー ダンス(affordance)」 の概念 を創 りだ した20)。アフォー ダン

ス とは,空 間の中にあるモ ノがその空間の中を行動 してい る人間に対 して提供 して

くれ る行動可 能性 である。例 えば,目 の前 に広が ってい る地面は,前 に進 むこ とが

で きる とい うアフォーダンス をもっている。そ こに立ちふ さがる壁 は,そ れ以上 は

進む ことがで きない とい うアフォー ダンスを もってい る。モノの もつ アフォー ダン

スは無 限である。人 間は行 動する中でモノに働 きか けて,そ こか らあるアフォー ダ
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ンスを抽 出す る。つ ま り空間内のアフォー ダ ンス を,人 間は知覚す るこ とのみで理

解 で きるのである。

ところが,ユ ビキ タス ネ ッ トワークの究極の 目的は,す べてのモ ノ と場所 にIC

タグを付 けることによって現実 の世界 を認識す ることである。つ ま り空 間の状態 を

その中 に配置 した多 くのICタ グによって認識す るこ とである。 そ うなる と,空 間

の状 況 を自分の知覚 を生 か して認識 しな くて も把握す るこ とが で きる ようにな る。

言い換 えれば,モ ノや場所 のア フォーダ ンスが,自 動的 に人間の 目の前 に現れて く

るとい うことである。従来の ような 〈知覚→認識〉 とい う構 図は,〈ICタ グ→読取〉

に変わって しまう。後者の構 図は,人 間の知覚能力 にマ イナス影響 を及 ぼす と考 え

られる。ユ ビキタス技術 を駆使 する ことによ り,得 たい情報 を即座 に取得 して しま

うため,人 間は不確か な情報か ら真 の情報 を想像 した り,思 考 した りす る必要が な

くな り,知 覚能力が衰退す る恐 れがある21)。

また,ユ ビキタス技術 は,従 来の ライフスタイルに どの ように溶 けこむか も重要

な課題 である。「発汗 を察知 して室温 を下 げる」,「 トイ レで血圧測 定 を行 う」,「家

中 にセ ンサーを張 り巡 らし,至 れ り尽 くせ りの集 中管理 を行 う」 といったユ ビキタ

ス ネッ トワーク社会 のライフス タイルは,本 当に快楽 な生活 を約 束す る ものなのか

どうか。逆に病 院の集 中治療室の ような逼塞感 居心地の悪 さはないのだろ うか と

い う指摘 もある22)。

8.戦 略に対する評価及び今後の課題

21世 紀 の情 報社会 はユ ビキ タス ネ ッ トワー ク社会 の実現 に向か ってい る。 日本

も同 じ よ う な考 え で,「e-Japan戦 略 」(2001年),「IT新 改 革 戦 略 」(2006年),

「i-Japan戦 略2015」(2009年)な どを策定 して取 り組 んで きている。約10年 間の推

進 を通 じて,日 本 の情報戦 略 は成功 したかそ れ とも失敗 したか。「ダボス会議」で

知 られ る世界経 済 フ ォー ラム(WEF)は,2009年3月,ICT国 際競 争力 ランキ ン

グ(TheGlobalInformationTechnologyReport2008～2009年 版)を 公表 した。 日本 の

順位 は,2004年 に8位 まで上昇 したが,2007年 は19位,2008年 は17位 と,近 年

は20位 付 近に低迷 している。 アジアでは シンガポールが4位,韓 国が11位,香 港

が12位,台 湾 が13位 にラ ンキ ングされてい る23)。この ランキ ングは,情 報通信 の

環境(市 場,政 治 ・規制,イ ンフラ),対 応力(個 人,企 業,政 府),利 用(個 人,企 業,

政府)の3要 素 か らな る計68の 指標 を集計 した もので ある。 日本 は,68項 目のう

ち,ブ ロー ドバ ン ド利用 の コス トの低 さ,国 内のICT供 給能力等2項 目で1位 だ

が,ICTを 使 った政府 の効率性が78位,政 府 のICT推 進で5g位 等 の低 い評価 を

受 けた。つ ま り,日 本 は世界 一の ブロー ドバ ン ド大 国に達 したが,肝 心 のICT利

活用 においては遅 れている。

また,国 へ の行政手続 を市民が インターネ ッ トで行 う電子 申請 について,朝 日新

聞が64シ ス テムす べ ての 利用 状況 と運用 経費 につ い て調 べ た24)。調査 の 結果,

2008年 度,総 申請数 に占める電子 申請の割合 を示す利用率 は平均34%だ った。64
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システム中,20シ ス テムの利用 率が10%未 満で,う ち10シ ス テムが1%未 満 だっ

た。電子 申請 システムの利用率の低迷 は,使 い勝手 の悪 さが大 きな要因である とい

われてい る。 また,47都 道 府県の電子 申請手続 きの利 用状況 につ いて も,財 政難

を背景 に19府 県が手続 きの全 面休 止や縮小 を実施 していた。 申請1件 あた りの コ

ス トが1万 円超 の県が22と 半数近 くを占めている。1件 あた りの運用 コス トでは,

沖縄 が最 も割高 で9万1463円 。鹿児 島(7万9783円),山 形(6万1216円),愛 媛

(4万3209円)と 続 く。 最 も割安 だ った の は愛 知 の67円 で,滋 賀(534円),東 京

(540円),新 潟(745円),大 阪(935円)の5都 府 県が千 円以 下だ った。いず れ も,

ネ ッ ト上の身分証 明書 にあたる電子 認証 を不要 とす るな ど簡易 な手続 きを増や し,

利用 者の大幅増 でコス トダウンをはかっていた25)。

「e-Japan戦 略」 の基本戦略 に定め られた遠隔医療 は,10年 経 って も大 き く進 ま

ない。 これは技術や予算の問題 ではな く,医 師法で対面診療 が原則 とされてい るか

らである。 テ レワー クも同様 で,労 働時 間管理のあ り方や労働災害 の適用 関係 など

が明確 でな い こ とか ら,取 り組 みが前 に進 ま ない。 こ う した想定 され てい ない

ICTの 利活用 を阻む制 度や慣行 を見直す ことによって,生 活 に密着 した遠 隔医療

やテ レワークが実現 されるだろ う。

「i-Japan戦 略2015」 は,国 民主役 の 「デジ タル安心 ・活力社会 」 の実 現 を 目指

してい る。 この戦略の推進 に伴 い,「 ユ ビキ タス タウ ン構 想」,「自律移動支援 プ ロ

ジェク ト」,「食品 トレーサ ビリティ」 な どの施策が実っては じめて,国 民が実感で

きるユ ビキタスネ ッ トワーク社会 になるだ ろう。 しか し情報戦略の推進 には光だけ

でな く影 も伴 っている。影 を抑 える対策 も早期 に講 じる必要があ ると考え られる。

注

1)マ ー ク ・ワイザーの論文の和訳 「21世 紀 の コンピュー ター」 は,『 日経サイエ ンス』(学

術情報センター ・浅野正一郎訳1991年11月 号,60-79)に 掲 載 されている。マ ーク ・ワイザ

ー は情 報社 会 の姿 につい て次の ように述 べた。理想 のマ シ ンとは
,す べてが統合 的 に

実行 され,人 々の 目につか ない ところで活 躍す る ものであ ろ う。 そのた めに,私 た ち

は コ ンピュー タに対 して新 しい とらえ方 を しなければな らない。社会 生活 を重視 すれ

ば,コ ンピュー タ自体 は私 たちの背後 に姿 を隠 してい く必要が あるだ ろう。 こ うした

コンピュー タの"消 滅"は,技 術 的発 展の帰結 で はな く,人 間の心理 的な帰結 に よる

もので ある。あ るこ とを十分 に理解 す る と,人 はそ の もの を意識 しな くなる。 た とえ

ば街角 の標識 を見 た とき,情 報 を読んでい ると意識せずに情報を取得す るだろ う。

2)野 村総合研究所 『ユ ビキタス ・ネ ッ トワー ク』 野村総合研 究所広 報部,2001年 。

3)『 情 報通信 白書』2004年 版 は,ユ ビキ タスネ ッ トワーク社会 について次の ように定義 し

ている。 「いつで も,ど こで も,何 で も,誰 で も」ネ ッ トワークにつながるこ とによ り,

様 々なサー ビスが提供 され,人 々の生活 をよ り豊か にす る社会 であ る。「いつ で も」 と

は,パ ソコンで作 業 を行 う時だ けでな く,日 常 の生活 活動 の待 ち時 間や移動 時 間等 あ

らゆ る瞬 間において ネ ッ トワークに接 続で きる とい うこ とであ り,「 どこで も」 とは,

パ ソ コンの ある机 の前 だけで な く,屋 外 や電車 ・自動 車等で の移 動中等 あ らゆ る場所

一39一



通信教育部論集 第13号(2010年8月)

において ネ ッ トワークに接 続で きるとい うこ とであ り,「 何 で も,誰 で も」 とは,パ ソ

コン同士 だけでな く,人 と身近 な端末や家電等 の事物(モ ノ)や モノ とモノ,あ らゆ る

人 とあ らゆ るモ ノが 自在 に接続 で きる とい うことである。 また,ユ ビキ タス ネ ッ トワ

ー ク社会 の意義 につ いて ,情 報通信 白書 は,物 理的 に も心 理的 に も様 々 な人 やモ ノと

快 適 につ なが る情報 通信 ネ ッ トワー ク環境 ・サー ビスが提 供 される ことに より,利 用

者の高度 な欲 求が満た され,利 用 者の生活 を一層豊か(元 気,安 心,感 動 便利)に す る

ことである と述べ ている。

4)坂 村健 『ユ ビキ タス とは何 か一情報 ・技術 ・人 間』岩波新書2007年,50-51。

5)高 度 情報通信 ネ ッ トワー ク社会 の定義 につい ては,IT基 本 法第一章総則 にあ る。首相

官邸IT戦 略本 部Webペ ー ジ(http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/index.html最 終 アクセ

ス日2010年4月28日)を 参照 されたい。

6)「e-Japan戦 略 」 は,2001年1月22日,IT戦 略 本 部 によって策定 され決定 された。計

画 の内容がIT戦 略本 部Webペ ー ジ(http://www。kantei.go.jp/jp/singi/it2/index.html最 終

アクセス日2010年4月28日)に 掲載 されている。

7)「e-Japan戦 略ll」 は,2003年7月2日,IT戦 略本 部に よって策定 され決定 された。計

画 の内容がIT戦 略本 部Webペ ー ジ(http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/index.html最 終

アクセス日2010年4月28日)に 掲載 されている。

8)総 務省 『情報 通信 白書』2009年 版,185頁 。

9)「IT新 改 革戦 略」 は,2006年1月19日,IT戦 略 本部 に よって策定 され決定 され た。

計画 の内容 がIT戦 略本部Webペ ー ジ(http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/index.html最

終アクセス日2010年4月28日)に 掲 載 されている。

10)「 デ ジ タル新 時代 に向けた新 たな戦略～三か年緊急 プラン～」 は,2009年4月9日,IT

戦 略 本部 によって策定 され決定 された。計画 の内容 がIT戦 略本部Webペ ー ジ(http://

www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/indexhtml最 終 アクセス日2010年4月28日)に 掲載 されている。

11)「i-Japan戦 略2015～ 国 民 主役 の 「デ ジタル 安心 ・活力 社 会 」 の実現 を 目指 して ～」

TowardsDigitalinclusion&innovationは,2009年7月6日,IT戦 略 本部 によって策

定 され決定 され た。 計画 の内容 がIT戦 略本部Webペ ー ジ(http://www.kantei.go.jp/jp/

singi/it2/index.html最 終 アクセス日2010年4月28日)に 掲載 されている。

12)総 務 省 は2004年5月 に 「e-Japan戦 略 」 で整備 された通信 インフラを利用 ・進展 させ,

2010年 ま で に 日本 をユ ビキ タス ネ ッ ト社 会 へ と発 展 させ てい くこ と を 目標 とす る

「u-Japan構 想 」 を公表 した。 また,2004年12月 にはu-Japan構 想 を実現す るための政

策 と してu-Japan政 策 が策定 され た。「u-Japan政 策 ～2010年 ユ ビキ タスネ ッ ト社会の

実現 に向け て～」の計 画 の内容 につ いて は,総 務省 のu-Japan政 策 専 用Webペ ー ジ

(http://www.soumu.g().jp/menu_seisaku/ict/u-japan/past_Ol.html最 終 アクセス日2010年4月28

日)を 参 照 されたい。

13)総 務 省 は,2006年9月8日,「u-Japan推 進 計画2006」 を発 表 した。計画内容 について

はu-Japan政 策 専 用Webペ ー ジ(http://www.soumu.go.jp/menu-seisaku/ict/u-japan/

past-Ol.html最 終 アクセス日2010年4月28日)を 参照 されたい。

14)総 務 省u-Japan政 策 専 用Webペ ー一・一・ジ(http://www.soumu.go.jp/menu-seisaku/ict/u-japan/
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past-OLhtml最 終 アクセス日2010年4月28日)を 参 照 されたい。

15)総 務 省 『情報通信 白書』2009年 版,190頁 。

16)ユ ビ キタス タウン構想 について は,総 務省報道資料一覧 に掲載 されてい る(http://www.

soumugo.jp/menu』ews/s-news/02ryutsuO6_OOOOO4.html最 終アクセス日2010年4月28日)。

17)自 律 移動 支援 プロジ ェク トの詳細 につ いて は,国 土交 通省が作 った 自律移動 支援 プロ

ジェ ク トの専 用Webペ ー ジ(http://www.jiritsu-project.jp/最 終 アクセス 日2010年4月28

日)を 参 照 されたい。

18)ICタ グ とは,IC(集 積回路)と ア ンテナ を組 み合 わせ て,外 部のICタ グ リー ダ/ラ イ

タの発生 す る電波 を受信 し,電 波で情報 をや りと りす るチ ップの こ とをい う。ICタ グ

自体 に はバ ッテ リー は必 要 ない。電磁 誘導,静 電 結合,電 磁結 合,マ イク ロ波 な どの

仕組 みで外部 か ら動作 のための電流 を発生 させ る。無線 で動作 す るため,無 線 タグ と

も呼 ばれてい る。 また,RadioFrequency-ldentificationを 略 してRFIDタ グ な ど とも

呼 ばれ てい る。

19)2003年6月20日 に農林水産省 の 「食 の安全 ・安心 のための政 策推進本 部」の第4回 会

議 が開催 され,国 民の健康保 護 を最優 先 と した,新 しい食 品安全行政 の指針 「食 の安

全 ・安心 のための政策大綱」が決定 された。農林水 産省 のWebペ ー ジを参照 されたい。

http://www.maff.go.jp/j/syouan/index.html最 終 アクセス 日2010年4月28日

20)生 態 心理学 を開い たギブ ソン(Gibson,1904～1979)は,「 アフ ォー ダ ンス(affordance)」

の概 念 を創 りだ した。 この概 念 について は次 の著書 を参 照 され たい。佐 々木正 人 『ア

フォーダ ンスー新 しい認識の理論』岩波書店1994年 。 佐 々木正人 『レイアウ トの法則』

春秋社2003年 。

21)新 井康平 『ユ ビキ タス社会 にお ける情報基礎概論』学術 図書出版社2008年,106-107。

22)池 田 謙一監修 『ITと 文 明一 サルか らユ ビキ タス社 会へ』NTT出 版2004年,2頁 。 ま

た,同 書360頁 に,梅 樟忠男氏 のユ ビキ タス につ いての考 えが次の ように掲載 されて

い る。第一 次産業 の農 業 を含 めて,全 生活,全 産業が情報 化 に向かってい るのが現代

で ある。 すべて に情報 の裏打 ちが必要 になってい る。 あ まね く情報 が存在す る とい う

ことで ある。「ユ ビキ タス」 とい う言葉 の意味 はコンピュータが いたる ところ に存在す

るというこ とではな く,情 報があ まね く存在す る とい うことになる。 しか し今 までは,

多 くの人は こ うした情報 の 「普遍性」 に気 がつ かなか った。すべ て は情報 であ る。言

い換 えれば,汎 神論 な らぬ 「汎情 報論」 であ る。ユ ビキ タス は コンピュー タを指 して

い るので はな く,情 報 を指 してお り,情 報 が普遍 的に存在す る。 これが梅悼 忠男氏 の

考 えであ る。

23)総 務 省 階 報通信 白書』2009年 版,47-62。

24)朝 日新聞2009年11月8日,『 国の電子 申請 非効率』。

25)朝 日新 聞2009年11月30日,『 電子 申請 地方 も苦戦』。
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